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R７年度
適用使
用者数

R3年経済
センサス労
働者数
Ａ

R3年経済セ
ンサス労働
者数の増減
人員数
Ｂ(注１)

除外者数
Ｃ(注１)

R７年度適用
対象者数
Ｄ

(Ａ＋Ｂ－Ｃ)

3分の1の
人数
（切捨）
Ｅ

(Ｄ×１/３)

審査査
定人数

確定済の
合意数
Ｆ

申出妥
当の有
無
Ｅ＜Ｆ

疎明資
料の有
無

必要要
件具備
の有無

労働協約 22 労組 12,378 0 12,378

機関決定 39 労組 11,539 0 11,539

個別合意 0 事業所 0 0 0

計 61 23,917 0 23,917

労働協約 6 労組 2,322 0 2,322

機関決定 52 労組 16,024 0 16,024

個別合意 事業所 0 0

計 58 18,346 0 18,346

労働協約 3 労組 2,742 0 2,742

機関決定 4 労組 272 0 272

個別合意 0 0

計 7 3,014 0 3,014

　　　   手作業により又は手工具若しくは手持空圧・電動工具を使用して行う熟練を要しない部品の組立て又は加工の業務をする者。

注１　Ｂはセンサスがまとめられた令和３年６月１日以降令和６年12月1日までの増減規模が10人以上の新規成立事業場及び倒産情報に基づき集計している。

注２　計量器等製造業の労働協約による申出の最下限額は1,153円、　はん用機械器具等製造業の同最下限額は1,130円、各種商品小売業の同申出の最下限額は1,110円である。

　　　 Ｃは18歳未満又は65歳以上の者、雇い入れ後６月未満の者であって、技能修得中のもの、清掃又は片付け業務、手作業による選別、袋詰め、箱詰め又は包装の業務、

各種商品小売業(注２) 845(改正）

4,862

はん用機械器具、生産用機械器
具、業務用機械器具、自動車・同
附属品、船舶製造・修理業，船用
機関製造業(注２)

1,732

57 3,987 230 有

有

             事業所

有

56,845

15,72747,181

1,1243,372 有

有

有

有

有

令和７年度　申出書審査結果表

合意数

有

特定最賃の種類

(改正）

(改正）

52,343 △300

18,9488,99965,9651,305

計量器・測定器・分析機器・試験機、
医療用機械器具・医療用品、光学機
械器具・レンズ、電子部品・デバイス・
電子回路、電気機械器具、情報通信
機械器具、時計・同部分品、眼鏡製
造業(注２)

△121
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特定最低賃金の改正申出状況の推移

(平成27年度～令和７年度)
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人

年度

計量器・測定器・分析機器・試験機、医療機械器具・医療用品、光学機械器具・レンズ、電子部品・デバイス、

電子回路電気機械器具、情報通信機械器具、時計・同部分品、眼鏡製造業

適用対象者数

合意数比率

確定済の合意数

適用対象者数

合意数比率

確定済の合意数
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※ H27、 R2～R7は改正申出なし
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Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度
694 700 713 728 746 770 795 821 848 849 877 908 948 998 1,061

引上額 1 6 13 15 18 24 25 26 27 1 28 31 40 50 63
(目安額) (1) (4) (12) (15) (18) (24) (25) (26) (27) - (28) (31) (40) (50) (63)
引上率 0.14 0.86 1.86 2.10 2.47 3.22 3.25 3.27 3.29 0.12 3.30 3.53 4.41 5.27 6.31
未満率 1.06 1.95 2.27 2.2 0.9 1.7 1.4 1.2 0.6 1.1 1.1 0.9 1.5 1.2 1.1
影響率 1.08 2.1 3.73 3.55 2.11 5.17 8.7 11.1 12.1 2.1 12.2 17.1 16.3 17.4 26.1

【表２】
Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度

785 790 798 810 823 837 854 872 892 894 916 945 983 1,032
引上額 2 5 8 12 13 14 17 18 20 2 22 29 38 49
引上率 0.26 0.64 1.01 1.50 1.60 1.70 2.03 2.11 2.29 0.22 2.46 3.17 4.02 4.98
未満率 8.90 9.93 9.1 7.4 9.6 11.8 11.3 11.8 10.2 11.6 4.7 5.8 8.6 7.3
影響率 9.31 12.26 10.7 12.7 18.8 14.18 18.6 16.9 17.1 13.0 11.0 12.6 19.5 16.7

【表３】
Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度

  はん用機械器具等最低賃金 796 801 809 821 834 848 865 883 903 905 927 956 994 1,043
引上額 2 5 8 12 13 14 17 18 20 2 22 29 38 49
引上率 0.25 0.63 1.00 1.48 1.58 1.68 2.00 2.08 2.27 0.22 2.43 3.13 3.97 4.93
未満率 3.01 2.55 6.3 4.5 1.8 6.2 7.5 9.7 7.8 8.8 5.3 4.4 6.3 8.5
影響率 3.08 2.63 8.1 4.7 2.90 7.81 12.4 12.2 12.8 9.4 8.5 8.4 9.6 12.1

【表４】
Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度

753 756 763 773 786 800 817 835 855 857 879 910 950 950
引上額 2 3 7 10 13 14 17 18 20 2 22 31 40　　　　　　―
引上率 0.27 0.40 0.93 1.31 1.68 1.78 2.13 2.20 2.40 0.23 2.57 3.53 4.40　　　　　　―
未満率 5.45 1.51 10.5 7.5 0.50 21.80 4.6 19.7 5.1 16.7 6.2 0.5 0.7　　　　　　―
影響率 5.92 2.03 18.5 24.4 1.20 24.88 15.1 27.7 9.0 16.7 16.8 39.4 29.3　　　　　　―

【表５】
Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度

  印刷、製版業最低賃金 747 747 747 747 747 781 809 827 850 850 850 850 850 850 850
引上額 1　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　― 34 28 18 23　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―
引上率 0.13　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　― 4.55 3.59 2.22 2.78　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―
未満率 7.11　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　― 4.40 2.1 3.9 1.3　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―
影響率 7.18　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　― 8.99 7.4 7.8 6.4　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―

      ２　「影響率」とは、最低賃金を改正した後に、改正後の最低賃金額を下回ることとなる労働者の割合をいう。
      ３　「未満率」及び「影響率」は、各年度ごとに算出された数値をそのまま使用しています。
      ４　引上額等の「－」は、当該年度に金額改定がないものです。

長野県における最低賃金額改定の推移(引上額等)

  計量器等最低賃金

年　度

年　度

注：表１～５とも  １　「未満率」とは、最低賃金額を改正する前に、最低賃金額を下回っている労働者の割合をいう。

年　度

　各種商品小売業最低賃金

【表１】

  長野県最低賃金

年　度

年　度
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